
日経225先物スキルアップキャンペーン 特別企画

楽天証券ウェブセミナー

「伝説の元証券ディーラーが
日経平均値動きのルールを明かす！」

日時：2018年5月23日 19：30～21：00

講師：ゆうじ。



本資料は、セミナーの為に作成されたものであり、有価証券の取引、その他の取引の勧誘を目的
としたものではありません。投資に関する最終決定はお客様ご自身の判断でなさるようにお願い
いたします。本資料及び資料にある情報をいかなる目的で使用される場合におきましても、お客
様の判断と責任において使用されるものであり、本資料及び資料にある情報の使用による結果に
ついて、当社は何らの責任を負うものではありません。

本資料で記載しております価格、数値、金利等は概算値または予測値であり、諸情勢により変化
し、実際とは異なることがございます。また、本資料は将来の結果をお約束するものではなく、
お取引をなさる際に実際に用いられる価格または数値を表すものでもございませんので、予めご
了承くださいますようお願いいたします。

ご注意事項
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日経平均 1989年～2017年
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1989年1月 1989年2月 1989年3月 1989年4月 1989年5月 1989年6月 1989年7月 1989年8月 1989年9月 1989年10月 1989年11月 1989年12月

日経平均1989年

1989.01.07 天皇陛下崩御 昭和最後の日
1989.01.08 平成が始まる
1989.02.24 昭和天皇の大喪の礼。
1989.04.01 消費税スタート。3％
1989.06.04 中国・北京で厳戒部隊が天安門広場を装甲車、戦車で武力制圧（天
安門事件）。
1989.08.26 礼宮文仁親王と川嶋紀子さんとの婚約が内定。
1989.09.27 ソニー、米映画会社コロンビアの買収を発表。11/6買収完了、買収
費34億ドル。
1989.11.09 東西対決の象徴「ベルリンの壁」が事実上崩壊。10日市民らが壁の
一部を取り壊す。
1989.12.22 地中海のマルタ島でブッシュ米大統領とゴルバチョフ・ソ連最高会
議議長が会談。
「東西冷戦の終結」「新時代の到来」を宣言。
1989.12.22 ルーマニアのチャウシェスク政権崩壊。
1989.12.29 日経平均株価、3万8915.87円と史上最高値で年末を迎える。

バブル、右肩上がり経済の頂点へ
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1990年1月 1990年2月 1990年3月 1990年4月 1990年5月 1990年6月 1990年7月 1990年8月 1990年9月 1990年10月 1990年11月 1990年12月

日経平均1990年

1990.04.02 生損保の株式大量売却報道を嫌
気して全面安,日経平均株価1978円38銭安
1990.08.02 イラクがクウェートに侵攻
1990.08.30 公定歩合0.75%上げ年6% 即日実施
1990.10.01 日経平均一時的に２万円割る（終
値20221.96円）
1990.10.01 橋本蔵相,株式市場の急落を受け
て株価テコ入れ策を発表,
1990.10.02 大蔵省のテコ入れ策を好感し急
反発,日経平均2676円55銭高 史上最大の上げ
幅を記録

バブル崩壊始まるが危機感はまだ薄い
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1991年1月 1991年2月 1991年3月 1991年4月 1991年5月 1991年6月 1991年7月 1991年8月 1991年9月 1991年10月 1991年11月 1991年12月

日経平均1991年

1991.01.17 多国籍軍イラク空爆開始
1991.02.28 湾岸戦争終結
1991.08.19 ゴルバチョフ大統領拘束．保守派によるクーデター（８月
革命）
1991.08.21 クーデター失敗．エリツィン台頭．ゴルバチョフ復権
1991.10.03 改正証券取引法成立（損失補填禁止）
夏に証券不祥事発覚
1991.12.25 ソ連邦消滅,エリツィン・ロシア共和国大統領誕生

湾岸戦争、ソ連消滅



1992/9/10, 19,284 
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日経平均1992年

1992.03.16 日経平均終値２万円割れ．19,837.16円（-618.90円）87年2月以来５年ぶり
1992.03.31 緊急経済対策７項目決定．公共事業の前倒し
1992.08.28 日本，10兆7000億円の総合経済対策を決定．成長率2.4%押し上げを目指
す．
1992.09.16 イングランド銀行，２段階の利上げ（市場貸出金利）．合計５％上げ年
15％に．
ポンド売りでジョージ・ソロスのクウォンタムファンド大きな利益だす
1992.12.03 7-9月GNP成長率前期比 - 0.4%，年率 - 1.6%．
89年4-6月消費税導入以来３年ぶりマイナス成長

日経平均安値模索、ジョージソロスがイングランド銀行を打ち負かす
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1993年1月 1993年2月 1993年3月 1993年4月 1993年5月 1993年6月 1993年7月 1993年8月 1993年9月 1993年10月 1993年11月 1993年12月

日経平均1993年

1993.04.13 政府13兆2000億円の総合経済対策決定．名目成長2.6%押し上げ
1993.07.22 宮沢首相退陣表明
1993.08.13 日銀，初めて円売り独マルク買い介入実施
1993.08.13 コスモ証券経営破綻（飛ばしで700億円の損失），大和銀行の傘下に
1993.09.14 4-6月期実質GNPマイナス２％成長
1993.09.16 緊急経済対策６兆1500億円．
1993.10.26 JR東日本株上場，初値60万円（入札価格は38万円）

経済対策で2万円回復
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日経平均1994年

1994.01.19 阪和興業，財テクで1200億円の損失，北茂社長辞任，財テクから撤退
1994.02.08 総合経済対策決定，15兆2500億円（内所得税・住民税5兆4700億円の先
行実施）
1994.02.14 日経300の先物・オプション取引，大証でスタート
1994.03.22 10-12月GDP年率マイナス2.2％．93年の実質成長率は0.1%．19年ぶりの
低成長
1994.04.08 細川首相辞意表明．佐川問題が契機
1994.04.25 細川内閣総辞職，羽田首相指名
1994.06.25 羽田内閣総辞職
1994.06.30 村山内閣発足（自民，社会，さきがけの連立）
1994.10.27 JT株上場，初値119万円（売り出し価格大幅に下回る）->8.31

細川首相突然の辞任 2万円前後で動きを止めていく日経平均
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日経平均1995年

1995.01.17 阪神淡路大震災
1995.01.23 日経平均1054.73円安，17,785円．１年ぶり18,000円割れ
1995.02.26 英証券持ち株会社ベアリングス，デリバティブ取引による損失で倒産
（損失約1400億円）その後、オランダINGに1ポンドで買収された
1995.03.20 地下鉄サリン無差別殺人事件（死者12名）
1995.03.31 日銀，短期市場金利の低め誘導（公定歩合は下げず）
1995.04.10 東京都知事は青島幸男，大阪は横山ノック
1995.06.27 政府追加景気対策を決定（円高経済対策）
1995.07.07 日銀，金利低め誘導．無担保コール翌日物金利の誘導水準を１％以下に．
1995.07.07 NY市場で日米協調介入（七夕介入，円売りドル買い）
1995.08.02 日米，NY市場で円売りドル買いの協調介入

1995.08.15 日米独欧米市場で協調介入（円高，
マルク高阻止，ドル買い）
1995.08.30 兵庫銀行，木津信用組合経営破綻．
兵庫銀は新銀行で再建，木津信組は業務停止，解
散
1995.09.06 日銀，東京市場で円売り・ドル買い
の介入7-8億ドル
1995.09.20 政府経済対策発表14.22兆円．円最安
値104.70
1995.09.26 大和銀行NY支店，米国債投資に失敗
し，1100億円の損失
1995.12.19 住専処理策を閣議決定．財政資金
6850億円投入

阪神淡路大震災、ベアリング破綻
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1996.01.11 村山内閣総辞職．橋本龍太郎内閣発足（自民・社会・さきがけ
連立）
1996.4資金量世界最大の東京三菱銀行誕生
1996.09.19 住友商事，銅先物取引の損失2850億円（26億ドル）に拡大
1996.11 金融ビッグバンが制定 証券・外為などの規制緩和が掲げられ
た。
O-157が全国で発生

金融ビッグバンが静かにスタート



1997/6/26, 20,911 

1997/1/13, 17,020 

1997/12/29, 14,488 
14,000

15,000

16,000

17,000

18,000

19,000

20,000

21,000

1997年1月 1997年2月 1997年3月 1997年4月 1997年5月 1997年6月 1997年7月 1997年8月 1997年9月 1997年10月 1997年11月 1997年12月

日経平均1997年

1997.04.01 消費税5%に
1997.07.01 香港返還
1997.07.02 タイバーツ変動相場制に移行 アジア通貨危機の引き金
に
1997.10.27 NY株急落554.26ドル安の7161.15ドルで引け．下落幅は
ブラックマンデーを上回る．初の全面取引停止．
1997.11.03 三洋証券会社更生法申請（倒産）負債3736億円
1997.11.17 北海道拓殖銀行破綻，北洋銀行が引き継ぐ．日銀特融発
動
1997.11.22 山一証券破綻
1997.11.24 山一証券自主廃業決定
1997.12.17 橋本首相，２兆円特別減税表明
1997.12.17 日銀30億ドルの円買いドル売り介入（５年4カ月ぶり）

消費増税、アジア通貨危機、山一破たん
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1998.02.16 金融機能安定化緊急措置法，改正預金保険法成立（30兆円の公的資金投入）
1998.03.05 21銀行が公的資金申請（優先株や劣後債の買い取り資金として）総額2.1兆円
1998.03.20 ヤクルト，デリバティブで1057億円損失
1998.03.26 与党（自民，社民，さきがけ），１６兆円の総合経済対策で合意
1998.03.27 政府，郵貯・簡保１兆円の株式市場への投入実施
1998.04.09 橋本首相所得減税98年４兆円，99年２兆円を表明．公共投資真水10兆円
1998.04.24 総合経済対策１６兆円決定
1998.06.17 日米協調介入，ロンドンとNYで．２年10カ月ぶりの協調介入（95年８月15日以来）
1998.07.03 橋本首相，恒久減税検討を表明
1998.08.17 ロシア，ルーブル切り下げ．目標相場を最大で32.9%の下落を容認（ロシア金融危機）
1998.09.24 米ヘッジファンド，ロングターム・キャピタル・マネジメント（LTCM）救済へ．

1998.10.07 円急騰，欧米市場では一時122円台
1998.10.08 円乱高下，欧州で一時111円台
1998.10.09 タイガー・マネージメント（ジュリアン・
ロバートソン氏），１日で20億ドル損失
1998.10.12 金融機能早期健全化措置法案で自民・平
和・自由合意，16日成立へ公的資金枠60兆円
1998.10.22 金融監督庁，長銀，破綻認定へ
1998.11.12 緊急経済対策，減税含め20兆円超，国・地
方の財政負担15兆円の見通し
1998.11.24 公的資金最大５兆7800億円投入．大手18行
不良債権処理
1998.12.16 自民党税制調査会，9.3兆円の減税案を発
表．恒久減税6.3兆円．消費税の「福祉目的化」検討．
99年４月から有価証券取引税，取引所税を廃止．法人
課税，実効税率40.87%に下げ

ロシア危機、金融危機、度重なる経済対策
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1999.01.01 欧州連合（EU）11カ国通貨統合スタート．
単一通貨ユーロ導入
1999.03.16 NY株が一時１万ドル突破．最高値10001.78ド
ル
1999.04.23 証券大手（野村，大和，日興），最大の赤
字．3社合計の単独の特別損失１兆円強
1999.04.30 東京証券取引所，株券売買立会場の閉場．
1878年（明治11年）以来121年の歴史に幕
1999.09.17 日銀量的緩和拡大を検討
1999.11.11 経済新生対策（総合経済対策）18兆円を政府
決定．財政支出９兆円前後

1999年秋ごろから、ITバブルが徐々にクローズアップされていく
1999.11.11 東証新市場「マザーズ」創設第１号はリキッド・オーディオ・
ジャパンが申請
1999.11.25 政府，18兆円の２次補正予算案閣議決定．経済新生へ6兆7890億
円
1999.12.22 東証マザーズ，初上場２銘柄，初値つかず．
1999.12.28 マザーズ，インターネット総研に5300万円の初値．公募価格の
4.5倍

ユーロスタート、ITバブルスタート



2000/12/21, 13182.51
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13000

14000

15000

16000

17000

18000

19000

20000

21000

2000年1月 2000年2月 2000年3月 2000年4月 2000年5月 2000年6月 2000年7月 2000年8月 2000年9月 2000年10月 2000年11月 2000年12月

日経平均2000年

2000.01.19 ヤフー株，初の1億円台（1億140万円）．97年11月一般公開
時の初値は200万円
2000.2  ノムラ日本株戦略ファンド設定 2000 年５月に残高最高額１兆
1670億円
2000.02.14 ソフトバンク，株式時価総額でトヨタを抜いて第3位に．時
価総額は18兆5747億円
2000.02.15 光通信241,000円、ソフトバンク198,000円の上場来高値を
記録
2000.02.22 ヤフー1億6790万円の日本株の史上最高値をつける
2000.04.14 米ダウ，史上最大の下げ幅．617.78ドル下げ10305.77ドル
2000.04.15 日経平均30銘柄入れ替えを発表
2000.04.17 日経平均株価急落．終値1426.04円安の19008.64円

2000.04.24 日経平均（225），30銘柄入れ替え実施
2000.05.07 プーチンロシア大統領就任
2000.06.19 ナスダック・ジャパン取引開始．８社が取引
2000.09.29 興銀・勧銀・富士の共同持株会社「みずほホー
ルディングス」発足．総資産130兆円

そごう・千代田生命・ライフ（信販）など大型経営破綻が
相次ぐ
2000.6.27 雪印乳業集団食中毒事件。14,780 人の被害者
を出した。

日経平均30銘柄入れ替え ITバブル崩壊
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2001.02.28 日銀，無担保コール翌日物金利の誘導目標と公定歩合を0.1％下げ，
2001.03.09 与党3党，緊急経済対策発表．証券・土地・市場活性化
2001.03.19 日銀，量的金融緩和決定．金利から当座預金残高に政策目標を変更．
日銀当座預金残高の目標を5兆円に
2001.03.23 東京生命，更正特例法の適用を東京地裁に申請し破綻．負債総額9800億
円．生保としては戦後7社目
2001.04.04 政府・与党「緊急経済対策」大筋で合意．「銀行保有株式取得機構」の
設立
2001.04.26 小泉内閣発足

国内初のBSE（狂牛病）確認（9月）
USJ（３月）、ディズニーシー（9月）開園
大リーグでイチロー活躍、MVP受賞
2001.06.19 ヤフー，ADSLに参入を発表．月額2280円．
8月1日からサービス開始
2001.09.11 米国への同時多発テロ攻撃．NY世界貿易
センタービル（倒壊）と国防総省へハイジャック飛
行機攻撃
2001.09.13 NY証券取引所，ナスダック閉鎖
2001.09.17 NY証券取引所，ナスダック再開(10日以
来）
2001.09.21 NYダウ5日間（一週間）の下落幅1369.70ド
ル，下落率14.3％，大恐慌の33年7月（15.5％）以来
2001.12.14 小泉首相，郵政3事業民営化検討を総務相
に指示

911同時多発テロ
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2002.03.19 ダイエー，産業再生法の適用を申請
2002.04.01 ペイオフ解禁
2002.04.15 米S&P，日本国債（外貨建てと円建て）の
格付けをAAからAA-に1段階引き下げ．G7中単独最低
2002.09.18 日銀政策委員会会合，
銀行保有株式を日銀が8兆円規模で直接買い取りへ
急成長企業の業績悪化（ユニクロ，スターバックス，
マクドナルド）
2002.09.27 G7財務相・中央銀行総裁会議（ワシント
ン），日本不良債権処理加速と公的資金投入を表明
2002.11.08 金融庁，大手銀行の不良債権額，金融庁査
定で47兆円超，銀行査定は34兆6000億円
2002.11.21 政府・与党合意，補正予算6兆円規模．公
共投資1兆5000億円．国債発行は5兆円

日本経済のデフレ悪化（完全失業率5.5％で過去最悪，消費者物価指数3年連続
の下落,
銀行の普通預金金利0.001％，2001年度実質GDPマイナス1.4％成長）
竹中経済財政大臣の金融相兼任と不良債権処理加速

デフレ悪化、不良債権処理
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2003.01.07(火) 米ブッシュ大統領，10年間で総額6740億ドル（80兆円）の総合経済対
策発表．株式配当の二重課税撤廃，減税中心
2003.01.21(火) みずほFG，03年3月期1兆9500億円の赤字．2兆円の不良債権処理損失
を計上．02年度中に総額1兆円の増資を決める
2003.02.07(金) 金融庁，02年9月末の全国銀行不良債権残高，3月末比3兆1000億減の
40兆1000億円
2003.04.24(木) ソニー(6758)3月期決算，1-3月期赤字1111億円．02年度通期では1155
億円の黒字
2003.05.17(土) 政府，初の「金融危機対応会議（議長小泉首相）」開き，りそなグ
ループに公的資金注入を決定．約2兆円．「特別支援行」として実質国有化コール市
場で初のマイナス金利
２０兆超す外為市場での介入．１年間で過去最大規模
米で最初のBSE感染牛発生．日本等，米からの牛肉輸入禁止

2003.06.11(水) 日銀金融政策決定会合，資産担保証券の買い
取り具体策を決定，規模は1兆円，7月末までに実施へ 買い
取り対象に「ダブルB」まで
2003.11.29(土) 政府の金融危機対応会議，債務超過に陥った
足利銀行の一時国有化を決定．預金保険法102条による初の
「特別危機管理銀行」
2003年12月23日名古屋ドル紙幣ばら撒き事件あしぎんフィ
ナンシャルグループ株式を、1円と5円の時に約600万株を購
入し、15円の時に売り抜け8000万円ほど儲けた

りそなに公的資金注入
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2004.04.01(木) 3月の日銀短観，業況判断指数，大企業・
製造業でプラス12，前回比5ポイント上昇，4期連続改
善．大企業・非製造業も1996年11月以来のプラスに
2004.07.01(木) 日銀短観，6月調査，大企業・製造業でプ
ラス22，5期連続の改善，91年8月(プラス25)以来の高水
準．中小企業・製造業もプラス２，12年半ぶりのプラス
日銀の量的緩和政策継続．日銀当座預金残高の目標３０
－３５兆円に拡大
2004.07.14(水) UFJ，三菱東京FGに経営統合を求める．総
資産190兆円のメガバンク誕生へ
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衆院選で小泉自民党が２９６議席の歴史的大勝
郵政民営化法が再提出され成立
耐震強度の偽装で不安広がる
2005.02.08(火) ライブドア，ニッポン放送の株式35％（約700億円）取得を発表．33.4％以上で株主総会で拒
否権．フジサンケイグループに提携申し入れ．フジテレビを間接的に支配へ
2005.02.12(土) 郵政民営化，政府の移行計画明らかになる．2006年度に郵貯・簡保の準備会社を設立
2005.04.01(金) 個人情報保護法全面施行
2005.04.04(月) 政府，郵政民営化法案の骨子を正式発表．2007年4月から民営化，2017年4月までに完全民営
化．
2005.07.05(火) 郵政民営化関連法案，衆院通過．賛成233，反対228
2005.09.11(日) 総選挙，自民圧勝296議席，与党327，定数（480）の3分の2超す．
2005.10.03(月) 村上ファンド（MACアセットマネジメント），阪神電鉄株の38％を取得し拒否権握る
2005.10.13(木) 楽天，TBSの株式の15.46％を880億円で取得し，共同持ち株会社による経営統合を提案．村上
ファンドもTBS株の7％超を取得済み
2005.11.01(火) 東京証券取引所，プログラムミスが原因で午前の株式売買全面停止（2520銘柄）．全銘柄取引
停止は初．午後1時30分復旧
2005.12.08「ジェイコム」の株式を１株61万円で売るところを１円で61万株と誤って発注
2005.12.12(月) 日本証券クリアリング機構、解け合いの実施を決定．決済価格は1株当たり91万2000円
みずほ証券の損失額は400億円超の見通し

郵政民営化相場
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2006.01.16(月) 東京地検特捜部，証券取引等監視委員会と合同で，証券
取引法違反（偽計取引，風説の流布）の疑いでライブドアに強制捜査
2006.01.18(水) トリプルショック、東京証券取引所，午後2時40分全銘
柄を売買停止．取引処理能力（450万件）に迫る注文殺到．
2006.03.09(木) 日銀，政策委員会・金融政策決定会合で，2001年3月19
日に導入した量的金融緩和政策の解除を決定
2006.07.14(金) 日銀，金融政策決定会合，「ゼロ金利政策」を全員一致
で解除
2006.09.26(火) 自民党の安倍晋三総裁，衆参両院本会議で第90代首相に
選出．安倍内閣発足

ライブドアショック
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2007.02.27 中国の上海総合株価指数，過去最大の下落 上海ショック
2007.02.27 NYダウ，一時546.20ドル安、
2007.02.28 日経平均，一時737円（4％）超の下げ
2007.03.13 米シティグループと日興コーディアルグループ，シティによ
る日興コーデ株の株式公開買い付け
2007.07.16 新潟県中越沖地震，マグニチュード6.8，震度6強．死者10名．
2007.07.17 米大手証券ベアー・スターンズ傘下のヘッジファンド2社，サ
ブプライムで多額損失．
8月9日パリバ・ショック パリバ，サブプライムローン焦げ付きを理
由に傘下の３つのファンドを凍結
8月17日サブプライムローン問題を発端とした株価急落（日経平均が前日
比874円81銭（5.4%）安の1万5273円68銭）。
2007.08.31ブッシュ米大統領，サブプライムローン問題で支援策を表明．
国による信用保証の拡大，優遇税制の検討
2007.11.20(火) NY原油先物，1バレル＝99.29ドルまで上昇，最高値更新

サブプライムローン問題
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2008.01.02(水) 米国産WTI原油の先物価格，一時１バレル＝100ドル，史上初めて100ドルの大台を
突破
2008.01.24(木) フランスの３大銀行の一つソシエテ・ジェネラル，トレーダーの不正行為により
49億ユーロ（約7600億円）に上る損失が発生
2008.03.14(金) NY連銀，JPモルガン・チェースを通じて米証券大手ベアー・スターンズに緊急融
資枠を設定．ベアー社，サブプライムで損失，資金繰り危機
2008.03.16(日) JPモルガン，ベアー・スターンズ社の買収を発表．買収は株式交換方式で買収額
はベアー社の株式１株当たり約２ドル総額で２億ドル強．FRBは最大300億ドルの特別融資を実施
で合意
2008.05.06 UBS，1－3月期決算最終損益が115億スイスフラン（約1兆1500億円）の赤字，サブ
プライムローン関連で190億ドル（約2兆円）の損失を計上
2008.09.15(月) 米リーマン・ブラザーズ（米4位の証券会社）破綻，連邦破産法11条の適用を申請
したと発表．精算の手続きへ．負債総額は6130億ドル（約64兆3600億円）で米史上最大．
2008.09.16(火) 米FRB，経営難の米保険最大手アメリカン・インターナショナル・グループ
（AIG）に対しニューヨーク連邦準備銀行が850億ドル（約9兆円）を上限に融資
2008.09.29(月) 米下院，最大75兆円の公的資金を投入する金融安定化法案を否決．
2008.10.03(金) 米下院，金融安定化法案を可決
10月8日欧米6中央銀行が協調利下げを発表。
2008.10.23(木) ソニー，09年3月期連結営業利益大幅下方修正
12月19日日本銀行がゼロ金利政策を実施。

リーマンショック



2009/8/31, 10767

2009/3/10, 7021.28

7000

7500

8000

8500

9000

9500

10000

10500

11000

2009年1月 2009年2月 2009年3月 2009年4月 2009年5月 2009年6月 2009年7月 2009年8月 2009年9月 2009年10月 2009年11月 2009年12月

日経平均2009年

2009.02.02(月) ジンバブエの中央銀行，1兆ジンバ
ブエドルを1ジンバブエドルにするデノミを実施．
2009.02.27 米財務省，米大手銀行シティグループ
への追加支援策を発表．公的資金注入の見返りと
して現在保有している優先株のうち最大250億ドル
を議決権のある普通株に転換，事実上公的管理下
に置く．
2009.03.02米財務省と米FRB，米保険大手アメリカ
ン・インターナショナル・グループ（AIG）へ300
億ドル（2兆9000億円）の追加増資を発表．

2009.04.08 政府・与党，追加経済対策，財政支出（真水）15兆円，事業
規模56兆円で調整に入る．需給ギャップ20兆円を埋める発想
2009.05.28有力私大，資産運用評価損拡大．慶應義塾大学2008年度決算
は269億円赤字（評価損は535億円）．早稲田大学28億円の評価損．上
智大学110億円の評価損
2009.09.09  民主，国民新党，社民，連立政権樹立で合意
2009.11.25（ドバイショック）ドバイ首長国，政府系持ち株会社ドバイ
ワールドと傘下の不動産開発会社ナキールの債務返済延期を求める．
総額は590億ドル（5兆1000億円）
2009.12.01日銀，臨時の金融政策決定会合，追加の金融緩和策を決定．
10兆円規模の資金を期間３カ月，年0.1％の固定金利で金融市場に供
給．

リーマンショック後の敗戦処理続く ドバイショック
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2010.01.04 東証アローヘッド稼動
2010.01.08(金) 政府，日本航空を会社更生法活用で再建する方
針固める．企業再生機構は金融機関に債権放棄3500億円
2010.01.19(火) 日本航空、会社更生法の適用を東京地裁に申
請。
2010.01.21(木) オバマ米大統領、金融規制案（ボルカー・ルー
ル）を正式に発表。銀行にヘッジファンドの保有・出資などを
禁止対商業銀行
2010.04.23(金) ギリシャ政府、欧州連合（EU）と国際通貨基金
（IMF）、欧州中央銀行（ECB）に対し、資金支援を要請。

2010.05.02(日) 欧州連合（EU）、国際通貨基金（IMF）とギ
リシャ政府、財政危機に陥っているギリシャへの資金支援策
で基本合意。
2010.05.06(木) NYダウ、フラッシュクラッシュ。一時998.5ド
ル安まで下落、Ｐ＆Ｇ株でアルゴの暴走。ニューヨーク証
券取引所を運営するＮＹＳＥユーロネクスト、午後２時40分
から同３時までに、価格が60％以上変動した取引をキャンセ
ルすると発表
2010.05.10(月) 欧州連合（EU）財務相理事会、総額7500億
ユーロ（約89兆円）の金融支援策を発表。
2010.06.01日経平均先物に間違い玉、売り板に80万枚程度の
売り板が入る
2010.10.05(火) 日銀金融政策決定会合、「ゼロ金利政策」復
活。白川方明総裁は「包括緩和」と命名。

ギリシャショック、フラッシュクラッシュ
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2011.3.11 東日本大震災発生（14時46分）
2011.3.14 東日本大震災と福島第一原子力発電所事故に
よる不透明感により日経平均が1万円割れ。被災地域・
インフラ関連銘柄がストップ安。
2011.3.14 松井証券がプットオプションの売り方の強
制ロスカットを夕場に行い、損害額が広がる。
2011.3.15 福島第１原発４号機で火災。２号機では格納
容器下部にある圧力抑制室が破損。225先物は2回の
サーキットブレーカーを挟み急落。

2011.03.18 G7緊急の電話会議、円売り協調介入で合
意。政府・日銀は2兆円規模の介入実施。
2011.08.05 米S&P、米国債を最上位からAA+（ダブル
Aプラス）に1段階格下げ。世界同時株安（米国債
ショック）。
2011.11.04 ギリシャ政府、包括策の是非を問う国民
投票の中止を発表。
2011.11.22 東証が株式の取引時間30分延長を実施。
2011.11.08 (火) オリンパス、1990年代から続いた損失
隠しを認める。
2011.11.22 東証・大証が経営統合を正式決定、2013年
に新会社設立。

東日本大震災
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2012.01.06(金)  政府・与党、社会保障と税の一体改革で、消費
税率を2014年4月に8％、15年10月に10％に引き上げることを
柱とした一体改革大綱素案を正式決定
2012.02.03(金) パナソニック、2012年３月期連結最終損益7800
億円の赤字発表
2012.03.27(火) シャープ、台湾・鴻海（ホンハイ）と資本業務
提携を発表。
2012.05.05(土) 日本の原子力発電所原全て停止。
2012.05.18(金) 米フェイスブック、米ナスダック市場に株式を
上場。
2012.12.18(火) 自民党の安倍晋三総裁「２％のインフレター
ゲットと、日銀と政策アコードを結びたい。」と日銀の白川
方明総裁に要請
2012.12.20(木) 日銀、自民党の安倍晋三総裁が求めている「物
価上昇率目標」を2013年１月に導入へ。
2012.12.26(水) 自民、公明両党の連立による第２次安倍内閣発
足（96代総理大臣）。野田内閣総辞職（482日）。

シャープ鴻海と提携、アベノミクススタート
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2013/12/30, 16320.22
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2013/6/13, 12415.85
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2013.01.05(土) 築地市場初セリ、222キロの生鮮本マグロ史上
最高値の１億5540万円
2013.01.07(月) 政府、緊急経済対策の概要を固める。事業規
模は20兆円超。
2013.04.04 (木) 日銀の金融政策決定会合、２年間で前年比
２％の物価上昇率を目指す「量的・質的金融緩和」の導入を
決定。
2013.05.23(木) 日経平均株価急落、終値は前日比1143円28銭
（7.32％）安
2013.05.24(金) 社会保障・税の共通番号（マイナンバー）
法、参院本会議で可決、成立。

2013.06.05(水) 安倍晋三首相、成長戦略の第３弾（第3の矢）を
発表。
2013.07.11(木) 日銀景気回復宣言。金融政策決定会合で、景気の
基調判断を引き上げ、「緩やかに回復しつつある」。「回復」
の文言が復活するのは２年半ぶり。「２年程度で２％に達す
る」との物価シナリオは維持。
2013.07.16(火) 東京証券取引所と大阪証券取引所、現物株市場の
統合実施。
2013.09.07(土) 2020年夏のオリンピックが東京に決定、1964年以
来56年ぶり。
2013.09.12(木) 安倍晋三首相、2014年4月に消費税率を5％から
8％へ予定通り引き上げる方針を固める。

アベノミクス加速、東京オリンピック決定



2014/12/8, 18030.83

2014/4/11, 13885.11
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2014.01.01(水) ＮＩＳＡはじまる
2014.01.29(水) 理化学研究所など、「万能細胞」STAPを作製することにマウスで成功した
と発表。
2014.02.25(火) 仮想通貨ビットコインの取引所大手「マウントゴックス（Ｍｔ・Ｇｏ
ｘ）」が全面的に取引を停止。
2014.03.01(土) ロシア、クリミア半島に軍事介入することを決定。
2014.03.07(金) 政府、「ビットコイン」に関する初の公式見解「通貨には該当しない」と
認定。
2014.04.01(火) 消費税増税5％から8%へ
2014.04.01(火) 理化学研究所、「ＳＴＡＰ（スタップ）細胞」の論文に不正行為があった
と認定。
2014.09.03(水) 第２次安倍改造内閣スタート。
2014.09.17(水) ソニー、2015年３月期の連結業績見通しを下方修正、最終赤字は当初見込
みの500億円から2300億円に拡大。1958年の上場以来初の無配を発表
2014.09.19(金) 中国のアリババ集団、米ニューヨーク証券取引所（ＮＹＳＥ）に上場。ア
リババの株式の約３割を持つ筆頭株主のソフトバンクは８兆円弱の含み益を得る
2014.09.24(水) イオン、ダイエーを2015年１月に完全子会社にすると正式発表。

消費増税実施
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16000

16500

17000

17500

18000

18500

19000

19500

20000

20500

21000

2015年1月 2015年2月 2015年3月 2015年4月 2015年5月 2015年6月 2015年7月 2015年8月 2015年9月 2015年10月 2015年11月 2015年12月

日経平均2015年

2015.01.15 スイスフランショック、対ユーロでの上限を撤廃
2015.01.28 スカイマーク民事再生法適用
2015.04.10 日経平均約15年ぶりに2万円突破
2015.05.11 東芝不正会計問題が発覚
2015.05.15-06.01にかけて12連続日経平均上昇
2015.08.18 チャイナショック、中国株急落で世界同時株安
2015.09.18 フォルクスワーゲン排ガス不正問題
2015.10.15 旭化成杭打ちデータ改ざん問題発覚
2015.11.04 郵政3銘柄同時上場
2015.12.17 米国で9年半ぶりの利上げ

東芝不正会計、チャイナショック



2016/12/21, 19592.9

2016/2/12, 14865.77 2016/6/24, 14864.01
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2016.01.04 中国製造業景気指数の悪化から上海総合指数はサーキットブレーカー発動の大幅安で
のスタート、世界株安の引き金に
2016.04.14 熊本で震度7の２度の地震
2016.05.15 パナマ文書が公開される。
2016.06.01 消費税増税延期へ
2016.06.23 ブレグジット決定へ。欧米株安、日経平均も急落
2016.07.06 ポケモンGOが米国で発表され、大ブームに。任天堂株急騰。
2016.10.07 英ポンドが歴史的急落
2016.11.09 トランプ氏、大統領選挙当選。トランプショック起こるも、その後株価は急回復
2016.12.06 ソフトバンク孫正義、トランプ氏と会談、5.7兆円の米国への投資で合意

ブレグジット、トランプ氏当選
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2017.01.20 ドナルド・トランプ氏、米の第45代大統領に就任
2017.02.24 プレミアムフライデー開始
2017.03.03 Nintendo Switch発売
2017.06.29 タカタが経営破たん。
2017.10 日経平均が史上最長となる16連騰を記録
2017.10.08 神戸製鋼の製品データ改ざん問題が発覚
2017.11.07 日経平均は23382円と25年10か月ぶりの高値をつける
2017.12.08 ビットコインが初の200万円超え
北朝鮮弾道ミサイル発射実験を繰り返し、朝鮮半島の軍事的な緊張が高まる。こ
の年、北朝鮮は合計15回ほどのミサイル打ち上げ実験を敢行し、地政学リスクに
株式市場は揺れた。

キタの脅威高まる、日経平均16連騰
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資産全体の 1/2まで投資に使う

★資金配分ルールその１ 一つの銘柄に投資する上限額を決める
一つの銘柄に一度に投資するのは資金全体の３分の１ぐらいまで

★資金配分ルールその２ １日の損失限度額を決める
１日の損失最大額の設定は投資金全体額の５％ぐらいまで

★資金配分ルールその３ １回の損失限度額を決める
１トレードの損失を１日上限の２０％に

一攫千金の夢は捨てよう

資金管理方法



売りヘッジのやり方

・日経平均にリンクする銘柄かどうかを見る
・約定代金を出して、それに見合う先物の約定代金を計算する。
・局面によってフルヘッジなのか部分的なヘッジなのかを決める。

●売りヘッジ例

2018年2月2日終値で 単価 株数 約定代金 2月14日終値 変化 ポジション評価

パナソニックを買い 1,641 1,000 1,641,000 1562.5 -79 -78500

ＮＴＴを買い 5,259 500 2,629,500 4565 -694 -347000

4,270,500 株で -425,500評価損

日経平均先物ミニ6月限を売り 23155 -2 4,631,000 21010 -2,145 429,000

先物で 429000評価益

合わせて +3500円評価益



金融商品取引法にかかるリスクと費用等のご説明

【株価指数先物取引にかかるリスク】

株価指数先物・オプションの価格は、対象とする株価指数の変動等により上下しますので、これにより損失が生じるおそれがあります。また、株価指数
先物取引は、少額の証拠金で当該証拠金の額を上回る額の取引をおこなうことができ、大きな損失が発生する可能性があります。その損失は証拠
金の額だけに限定されません。株価指数オプション取引はオプションを行使できる期間には制限があります。また、株価指数オプションの市場価格は、
現実の株価指数の変動等に連動するとは限りません。価格の変動率は現実の株価指数の変動率に比べて大きくなる傾向があり、場合によっては大
きな損失が発生する可能性があります。

【株価指数オプション取引における買方特有のリスク】

株価指数オプションは期限商品であり、買方が期日までに権利行使または転売をおこなわない場合には権利は消滅し、買方は投資資金の全額を
失うことになります。

【株価指数オプション取引における売方特有のリスク】

売方は、市場価格が予想とは反対の方向に変化したときの損失が限定されていません。また、売方は、株価指数オプション取引が成立したときは、
証拠金を差し入れまたは預託しなければなりません。その後、相場の変動により証拠金の額に不足額が発生した場合には、証拠金の追加差入れま
たは追加預託が必要となります。所定の時限までに不足額を差し入れない場合等には、建玉の一部または全部を決済・処分させていただく場合もあ
ります。この場合、その決済で生じた実現損失について責任を負う必要があります。売方は、権利行使の割当てを受けた際には必ずこれに応じる義
務があり、権利行使価格と最終清算指数(SQ値)の差額を支払う必要があります。

【株価指数先物取引にかかる費用】

株価指数先物取引の委託手数料は、278円(税込:300.24円)/1枚がかかります。日経225ミニ取引の委託手数料は、38円(税込:41.04
円)/1枚がかかります。

【株価指数オプション取引にかかる費用】

株価指数オプション取引委託手数料:売買代金の売買代金の0.18%(税込:0.1944%)※ただし最低手数料:180円(税込:194.4円)がかかり
ます。

【委託証拠金等について】

株価指数先物・オプション取引をおこなうには、委託証拠金の差し入れが必要です。必要委託証拠金はSPAN(シカゴマーカンタイル取引所が開発
した証拠金計算方法)によって計算され、

「(SPAN証拠金額×当社が定める証拠金掛目)-ネット・オプション価値総額+先物両建て証拠金」となります。※先物両建て証拠金=(建玉枚数
-ネットデルタの絶対値)×0.5×日経225先

物取引1枚あたりのSPAN証拠金×当社が定める証拠金掛目※日経225ミニ取引は、日経225先物取引の1/10の証拠金でお取引が可能です。

商号等：楽天証券株式会社

金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第195号、商品先物取引業者

加入協会：日本証券業協会、一般社団法人金融先物取引業協会、日本商品先物取引協会、一般社団法人第二種金融商品取引業協会、

一般社団法人日本投資顧問業協会


